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エグゼクティブサマリー 

令和 8年 3月 10日の第 3回日本成長戦略会議で示された 17戦略分野・61製品技術の官民投資ロ

ードマップは 1,2,3、知的財産（IP）の観点から見ると重大な構造的課題を抱えている。知的財産推進

計画 2025（IPX）との間には時間的・制度的な断絶があり 7,8、AI特許の国際競争力は中国の 10分

の 1以下 13、若手弁理士は 10年で 55%減少し 58、戦略分野を支える IP基盤が脆弱化している。本

レポートでは、8つの重要テーマについて多角的に分析し、知財コンサルタントが企業に提言でき

る水準の対応策を提示する。 
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1. 成長戦略 17分野と IPX：構造的ギャップの分析 

知的財産推進計画 2025 は 2025年 6 月 3日に石破政権下で策定された 7一方、日本成長戦略本部は

2025年 11 月 4日に高市政権下で設立された。この 5カ月の時間差と政権交代が、両戦略の間に看

過できないギャップを生んでいる。 

IPXの 3本柱は「イノベーション拠点としての競争力強化」「AI等先端技術の利活用」「グローバ

ル市場の取り込み」であり 8,9、成長戦略の 17分野のうち、AI・半導体、量子、バイオ、コンテン

ツ、情報通信、資源・エネルギーについては比較的良好な整合性がある。特にコンテンツ分野は、

IPXの「Cool Japan 海外展開 50兆円」と成長戦略のゲーム産業振興で目標水準まで一致してい

る。新国際標準化戦略の 8つの戦略ドメイン（環境・エネルギー、量子、デジタル・AI、バイオエ

コノミー等）も成長戦略の複数分野と重なる。 

しかし、防衛産業、造船、港湾物流、海洋、防災・国土強靱化の 5分野は IPXでほぼカバーされて

いない 7,8。これらはまさに高市政権の「危機管理投資」の柱であり、知財戦略の空白地帯となって

いる。さらに IPXは制度・エコシステムの構築に焦点を当てているのに対し、成長戦略は「AIロボ

ット世界シェア 30%超」「半導体売上 40兆円（2040年）」といった製品・技術レベルの定量目標

を掲げており 3,4、抽象度のミスマッチが存在する。 

IPXの KPIとして、WIPO Global Innovation Index（GII）で 2035年までにトップ 4（2024年時点

で 13位）、日経 225の時価総額に占める無形資産比率 50%超（現状約 32%、米国 S&P500は

90%）が設定されている 9,57。成長戦略の野心的な産業目標を達成するには、この「無形資産経営」

への転換が不可欠である。 

2. AI・半導体の IP競争力 

2.1 AI特許の国際的地位 

日本の AI関連特許出願は 2024年に約 26,400件で世界第 3位だが、中国の約 30万件（全体の

70%）、米国の約 67,800件と比較すると大きく水をあけられている 11,12。特に生成 AI特許では中国

38,210ファミリーに対し日本はわずか 3,409 ファミリーと 10分の 1以下であり、韓国（4,155）に

も後塵を拝する 13。JPO内部の動向調査でも、AI関連出願は 2023年に約 11,400件に達したもの

の、AI中核発明（G06N 分類）は約 2,400件で頭打ち傾向にある 14。 

ただし質的指標では日本に優位性がある。AI特許 1件あたりの被引用数は 6.26 回で韓国の 3.12回

を大きく上回り、41社で 1,537件の AI特許を出願するなど企業あたりの出願効率も高い 11,12。EPO
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への出願では東京が世界第 2位のイノベーションハブ（11,592件）にランクされている 15。 

2.2 生成 AIと著作権の現在地 

日本の著作権法第 30条の 4は、世界で最も AIフレンドリーな法的枠組みを提供している。「思想

又は感情の享受を目的としない利用」であれば AI学習のための著作物利用を広く許容する 16。文化

庁は 2024 年 3月 15日に「AIと著作権に関する考え方について」を公表し、開発・学習段階と生

成・利用段階の二段階フレームワークを確立した 16,17。2026年 2月時点で生成 AI著作権侵害の確定

判決はゼロだが、訴訟は進行中である。 

2.3 DABUS判決と AI発明の特許保護 

AIの発明者適格性について、日本は東京地裁（2024年 5 月）および IP 高裁（2025年 1月）で

DABUS出願を却下し、発明者は自然人に限定されるとの立場を確認した 18,19。ただし両裁判所とも

立法的対応の必要性に言及しており、IPX自体も「AI活用発明における発明者の定義の明確化」を

掲げている 7。企業への提言として、AI支援発明においては自然人の「創作的寄与」を文書化・立

証可能にする社内プロセスの整備が不可欠である。 

2.4 半導体 SEP戦略と Rapidus 

半導体分野では、日本は製造能力で大きく後退した（最先端が 40nm ノード）ものの、装備・素材

で圧倒的チョークポイントを維持している 20。東京エレクトロンは 22,000件超の特許を保有し、日

本企業は世界の半導体装備の約 30%、重要素材の約 50%を支配する。Rapidusは 2027年までに

2nm ロジック半導体の量産を目指し、政府から累計約 3兆円の支援を受けている 21,22。 

SEP（標準必須特許）では、東京地裁が 2025 年 6月の Pantech 対 Google 事件で日本初の SEP 差

止命令を発令した 23。2026年 1月の「SEP 訴訟ガイドライン」と 2月の「SEP 調停制度」の導入に

より、東京はミュンヘン、ロンドン、武漢と並ぶ世界的 SEP 紛争解決拠点としての地位を確立しつ

つある 24,25,26。EU SEP 規則が 2025 年 2月に撤回されたことも、日本の統合的アプローチに追い風と

なっている 27。 

3. 経済安全保障と知財 

3.1 特許非公開制度の初年度実績 

経済安全保障推進法に基づく特許非公開制度は 2024年 5 月 1日に運用を開始した 28,29。初年度
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（2024年 5 月～2025年 3月）の実績は、JPOから内閣府に送付された案件が 90件、そのうち保

全指定はゼロであった。一方、外国出願禁止の事前確認請求は 1,300件超に上った 28。米国の

Invention Secrecy Act では常時約 5,900件超の秘密命令が有効であることと比較すると、日本の運

用は極めて抑制的である 30。 

企業にとっての実務上の課題は、外国出願禁止への対応が最も差し迫っている。日本で行われた発

明が特定技術分野に該当する場合、外国出願（PCT含む）に先立ち日本に最初に出願しなければな

らない 29。事前確認制度（手数料 25,000円、回答約 10営業日）の活用が不可欠である。 

3.2 サプライチェーンと知財デューデリジェンス 

経済安全保障推進法の第 1の柱である「重要物資の安定供給確保」では、半導体、蓄電池、重要鉱

物、永久磁石など 12の特定重要物資が指定され、2024年 6月までに 85件の供給安定化計画が認

定された 31。サプライチェーンにおける知財リスクには、特定外国管轄権への IPの過度な依存、妥

協されたサプライチェーンパートナーを通じた技術流出、強制技術移転、リバースエンジニアリン

グが含まれる 32。 

4. 17戦略分野の知財ランドスケープ 

4.1 分野別特許ポジションの概観 

フィジカル AI・AIロボットは成長戦略の最重点分野であり、2040年に世界市場シェア 30%超・20

兆円の市場獲得を目標とする 3。日本は産業用ロボティクス特許で世界第 2位（累積シェア約

21%）を維持し、精密減速機、サーボモーター、特殊センサーでは世界市場の 90%を支配する 33,34。

しかし中国が 2015年以降特許総数で逆転しており、AIソフトウェア・機械学習インフラでは米国

が優位にある。大規模 AIファウンデーションモデルが欠如しているのが致命的な弱点である。 

量子技術では、日本は世界第 3位（特許出願量ベース）だが、米中の「二極支配」に大きく遅れて

いる 35,36。ただし量子鍵配送（QKD）では東芝が世界トップクラスの技術を持つ。バイオテクノロジ

ーでは、2026年に住友ファーマの AMCHEPRY®とクオリプスの ReHeartが世界初の iPS細胞由来

再生医療製品として承認された 37,38。全体としてのバイオ特許シェアは米国（39%）に及ばないが、

特定ニッチでの世界的優位は揺るがない 39。 

フュージョンエネルギーでは、日本は歴史的に世界第 3位の出願量を持ち、QSTが ITERの日本国

内機関として活動する。京都フュージョニアリングや EX-Fusion など民間スタートアップの出現は

明るい兆しだが、米国の民間核融合投資（60億ドル超）との規模格差は大きい 40。 
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4.2 FTO分析の緊急性 

JPOの「IPランドスケープ実践ガイドブック」（2024年 4月発行）は FTO分析を 13の戦略的目

的の一つに位置付けているが、実際に IP ランドスケープの結果を経営層に共有している企業はわず

か約 10%にとどまる（約 80%が必要と認識しているにもかかわらず）41。宇宙、量子、先端 AI分野

では、外国企業（特に中国・米国）が密な特許ティケットを構築しており、日本企業は商業化前の

体系的な FTO分析が不可欠となっている。 

5. 防衛産業の知財管理：GCAP時代の新パラダイム 

防衛装備移転三原則は 2023年 12月と 2024年 3 月に相次いで改定され、GCAP（日英伊次世代戦

闘機共同開発）に係る第三国移転が可能となった。防衛装備庁（ATLA）はオープン・クローズ戦略

を明示的に採用し、R&D成果の一部を知財権取得せず公開して技術進歩を促進する「オープン」

と、IP を排他的に保持し営業秘密として保護する「クローズ」を使い分ける 42。2024年 10 月には

防衛イノベーション科学技術研究所（DISTI）が設立された 43。 

スピンオン（民生技術の防衛活用）の動きも加速している。2025年 4月には NATO事務総長が 8

社の日本のデュアルユーススタートアップとMETIで面会した 44,45。GCAP の知財管理は前例のない

課題を突きつけており、国際共同開発における知財配分・ライセンス・第三国移転時の技術管理に

ついて日本企業の経験は乏しい。 

6. 中小企業・スタートアップの知財戦略 

2024年 6月 7日に成立した「事業性融資の推進等に関する法律」に基づく企業価値担保権（2026

年 5月までに施行予定）は、企業の総資産（ノウハウ、知財、顧客基盤、データを含む無形資産を

包含）を担保とする新制度である 46,47。知財担保融資が「知財単体の評価困難」という壁に阻まれて

きた中で、事業全体を包括的に担保する新スキームは知財金融のゲームチェンジャーとなりうる。 

JPOの IPAS（IP Acceleration program for Startups）は 2018年から運営され（FY2024から

INPITに移管）、シード・アーリーステージのスタートアップにビジネス専門家と IP 専門家のチー

ムを約 5カ月間派遣する 48,49。オープン・クローズ戦略については、METIが令和 6年度にベストプ

ラクティス事例集を発行し、トヨタの燃料電池特許開放（5,680件以上を無償化）等が代表的な成

功事例として紹介されている 50。 

7. 国際知財ルール形成 
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7.1 SEP紛争解決の世界的拠点化 

東京地裁の SEP 訴訟ガイドライン（2026年 1 月）、SEP 調停制度（2026年 2月）、METI誠実交

渉ガイドライン、JPO SEP ライセンス交渉ガイドは、世界で最も統合された SEP紛争解決フレーム

ワークを形成している 24,25,26,59。EU SEP 規則の撤回（2025年 2月）を受け、東京は制度的空白を埋

める国際的な SEP 拠点として台頭する好機にある 27。 

7.2 WIPO・WTOと JPO-EPO-USPTO三極協力 

2024年 5月に採択されたWIPO遺伝資源・伝統的知識条約（GRATK条約）は、特許出願における

遺伝資源の原産国開示義務を導入する初のWIPO条約であり、25年以上の交渉を経て実現した 51。

日米欧 3極の協力枠組みでは、2025年 10月の第 43回 3極会議で 3極 AIワーキンググループの設

立が合意された 52,53。 

7.3 中国の知財戦略への対抗 

中国の CNIPA は 2024年に 180万件の発明特許出願を受理し世界最大の特許庁であり続けるが、

2025年には発明特許の登録件数が前年比 7%減、実用新案は 27%減と量から質への転換が進行中で

ある 54,55。中国の標準化戦略（「中国標準 2035」の一環）は、国際標準化機関への積極参加と BRI

を通じた中国規格の途上国展開を組み合わせたものであり、日本にとっての戦略的脅威である 56。 

8. 知財人材の危機的状況 

成長戦略 17分野を支える知財人材基盤は構造的な危機に直面している。登録弁理士は約 11,000～

12,000人で推移しているが、そのうち約 3,000人（25%）が 60歳以上であり、今後 10年で最大

1,400人が退職する見込みである 58。より深刻なのは若手の減少で、40歳未満の弁理士は 2013 年の

約 2,800人から 2022年には 1,257 人へと 55%減少した。弁理士試験の受験者も 10,000人超（2008

年頃）から約 3,000人台（2024年：2,813人）に激減している 58。 

特に不足が深刻な分野は、AI×知財スペシャリスト、標準化ストラテジスト、知財金融評価人材、

スタートアップ向け知財ストラテジスト、大学知財マネジメント人材の 5つである。17分野の成長

戦略が要求する知財人材の規模・質に対して、育成パイプラインは圧倒的に不足している。 

9. 企業が今取るべきアクション：7つの戦略的提言 

第一に、IPランドスケープの経営統合を加速すべきである。 JPOの実践ガイドブックが示す 13の
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戦略的目的に沿った IPランドスケープ分析を、17戦略分野の事業判断に直結させる必要がある 41。

現状の IP ランドスケープ経営活用率は 10%に過ぎないが、無形資産比率 50%超という IPX目標の

達成にはこの数字を劇的に引き上げる必要がある。 

第二に、AI×知財の社内体制を構築すべきである。 AI支援発明における「創作的寄与」の文書化プ

ロセス、生成 AI利用における著作権コンプライアンス体制（文化庁ガイダンスの二段階フレームワ

ークに基づく）16、AI特許出願戦略を一体的に整備する。 

第三に、特許非公開制度への対応を組織化すべきである。 25の特定技術分野に該当する可能性のあ

る発明について、出願前の IPC分類チェック体制を構築し、外国出願禁止の事前確認制度を日常的

に活用する体制を整える 28,29。 

第四に、SEP戦略を東京の新しい制度環境に最適化すべきである。 5G/6G、IoTに関わる企業は、

東京地裁の SEP 訴訟ガイドライン・調停制度を活用した紛争解決戦略を検討すべきである 24,25,26。 

第五に、防衛・デュアルユース分野の知財管理を高度化すべきである。 GCAPに代表される国際共

同開発への参画が拡大する中、ATLA のオープン・クローズ戦略を参考に知財管理フレームワーク

を自社に導入する 42,43。 

第六に、企業価値担保権の活用と知財金融への備えを進めるべきである。 2026 年 5月までに施行

される企業価値担保権制度は、知財を含む無形資産の価値評価を金融の中核に据える転換点となる
46,47。 

第七に、標準化活動を知財戦略の中核に位置付けるべきである。 新国際標準化戦略の 8つの戦略ド

メインに関わる企業は、ISO/IEC/ITUへの参画を強化し、SEP 取得と標準化活動を一体的に推進す

るオープン・クローズ戦略を採用すべきである 50,59。 

10. 結論：知財は成長戦略の「静かなボトルネック」 

17戦略分野・61製品技術の官民投資ロードマップは、日本が「第三極」としてのポジションを確

立するための野心的なビジョンである。しかし、投資ロードマップが製品・技術・市場シェアに焦

点を当てる一方で、それを支える知的財産の基盤は複数の構造的脆弱性を抱えている。生成 AI特許

での 10倍のギャップ 13、若手弁理士の半減 58、IP ランドスケープの経営活用 10%41という数字は、

産業政策の野心と知財基盤の現実の間の深い溝を示す。 

同時に、日本には活用可能な独自の強みが存在する。世界最先端の SEP 紛争解決制度 24,25,26、AI学習

に最もフレンドリーな著作権法制 16、iPS細胞の世界的知財リーダーシップ 37,38、半導体装備・素材
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のチョークポイント支配 20、そして企業価値担保権という画期的な金融イノベーション 46である。

2026年夏の「骨太の方針」策定は、成長戦略と IPXの断絶を埋め、知財を投資ロードマップの中心

に据え直す最大の好機となる。 
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